
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 消費税の輸出証明 

Ｑ：私は雑貨の輸出業を営む個人事業者で

す。消費税の輸出免税の適用を受けるには輸

出許可書などの書類が必要だと聞いたのです

が、申告書に添付するのですか。 

 

Ａ：申告書に添付する必要はありませんが、

事業所などに保存しなければなりません。 

【解説】 

 事業者が国内で商品の販売などをする場合

には原則として消費税がかかりますが、輸出

取引については消費税が免除されます。 

 輸出免税の適用を受けるには、その取引が

輸出取引であることを証明する帳簿又は書類

を事業所等に７年間保存しなければなりませ

んが、申告書に添付する必要はありません。 

 輸出証明として保存を求められる帳簿又は

書類には、次のようなものがあります。 

(1) 物品の輸出の場合 

① 税関長の輸出許可を受ける貨物 

 輸出許可書 

② 20万円超の郵便物 

 税関長の証明書 

③ 20万円以下の郵便物 

 輸出年月日、品名・数量・価額、受取人

の名前と住所など一定の事項を記載した帳

簿又は書類 

(2) サービスの提供・資産の貸付けの場合 

 契約書その他の書類で、自らの名前と住所、

取引年月日、サービスや資産の内容、対価の

額、相手方の名前と住所を記載したもの 

(3) 外航船舶・航空機用の物品の場合 

 積込承認書 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００３年）平成１５年  木曜日  月２   ２ 日  ７ 

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

２ ２ ４ ２  

号 


